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日本放送協会 理事会議事録 
               （２０１９年 ５月１３日開催分）

  
２０１９年 ５月３１日（金）公表 

 
＜会 議 の 名 称＞ 

理 事 会 
 
＜会  議  日  時＞ 
 ２０１９年 ５月１３日（月） 午前９時００分～９時１０分 
 
＜出   席   者＞ 

上田会長、堂元副会長、木田専務理事、板野専務理事、 
児野専務理事・技師長、荒木専務理事、松原理事、黄木理事、 
中田理事、鈴木理事、松坂理事、正籬理事、 
今井特別主幹、坂本特別主幹 
高橋監査委員 

 
＜場         所＞ 

放送センター 役員会議室 
 
＜議        事＞ 
 上田会長が開会を宣言し、議事に入った。 
 
付議事項 
 
１ 審議事項 
（１）第１３２９回経営委員会付議事項について 

 
２ 報告事項 
（１）平成３０年度決算（単体・連結）の速報 

 
議事経過 
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１ 審議事項 
（１）第１３２９回経営委員会付議事項について 
（経営企画局） 

５月１４日に開催される第１３２９回経営委員会に付議する事項につ

いて、審議をお願いします。 

付議事項は、報告事項として「平成３０年度決算（単体・連結）の速

報」です。 

 

（会 長）   ご意見等がありませんので、原案どおり決定します。 

 
２ 報告事項 
（１）平成３０年度決算（単体・連結）の速報 

（経理局） 

平成３０年度決算（単体・連結）について、速報を報告します。 
まず、単体決算についてです。 
平成３０年度は、ＮＨＫ経営計画（２０１８－２０２０年度）の初年

度として、５つの重点方針（注）の実現に向けた取り組みを進めました。 
前年度決算と比較した一般勘定の収支決算の状況です。事業収入は、

受信料の増収等により、前年度に対して１２９億円増の７,３３２億円と

なりました。このうち、受信料は、契約件数の増等により２０９億円増

の７,１２２億円となりました。一方の事業支出は、定時・特集番組の充

実や報道の強化、ＢＳ４Ｋ・８Ｋの本放送開始、インターネットサービ

スの充実、積極的な国際発信、地域放送・サービスの充実等により、前

年度に比べ８７億円増の７,０６０億円でした。 
予算との比較では、事業収入は受信料の増収等により１６３億円の増

収、事業支出は、国内放送や国際放送の充実等に取り組む一方、効率的

な事業運営により６７億円の予算残となりました。 
以上により、事業収支差金は前年度に比べ４１億円増の２７１億円と

なりました。このうち、４０億円を建設費に充当し、残る２３１億円を

翌年度以降の財政安定のための財源として繰り越す予定です。この結果、

財政安定のための繰越金は、２９年度末１,０５８億円に対し、１２８億

円を取り崩して建設費に充当したので、３０年度末の残高は１,１６１億

円となる予定です。 
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受信契約件数の増減等について、３０年度の支払数は７０.８万件の増

加となりました。このうち契約総数が６３.０万件の増加、未収数は７.
８万件を削減しました。衛星契約数は６６.８万件の増加となり、いずれ

も計画を上回りました。この結果、支払率は計画を１ポイント上回る８

２％、衛星契約割合は５２％となりました。 
建設積立資産については、放送センター建替の設計に着手したことに

より０.２億円取り崩し、１,７０７億円の残高となりました。 
一般勘定と放送番組等有料配信業務勘定、受託業務等勘定の３つを合

わせたＮＨＫ全体の損益の状況は、経常事業収入が７,３７２億円、当期

事業収支差金が２７４億円となりました。ＮＨＫ全体の資産・負債及び

純資産の状況は、資産合計が１兆１,９４０億円で、自己資本比率は６４.
２％となり、引き続き高い水準で健全な財務状況を維持しています。 
次に、連結決算についてです。これはＮＨＫが自主的に取りまとめて

公表しているもので、連結の範囲については連結子会社１３社、持分法

適用会社１社を対象としています。 
３０年度連結決算における経常事業収入（売上高）は、ＮＨＫの受信

料の増収等により、前年度に比べ１５８億円増となる８,０１０億円にな

りました。番組の充実等を図る一方で効率的な事業運営により、当期事

業収支差金（純利益）は前年度に比べ７４億円増の３０４億円となり、

増収増益の決算となりました。 
経常事業収入（売上高）の内訳について、ＮＨＫは７,３２２億円で、

受信料の増収等により前年度に比べ１９６億円の増収となりました。一

方、子会社の売り上げは６８７億円で、イベント事業や受注工事の減少

等により、前年度に対して３８億円の減収となりました。 
３０年度末における資産合計は１兆３,１９７億円で、前年度末に比べ

６１０億円増加しました。自己資本比率は６４.７％となり、引き続き健

全な財政状態を維持しています。 
なお、決算につきましては、監査委員会と会計監査人の監査を受けて

６月に確定します。今回の報告は速報値のため、金額は変動する可能性

があります。 
本件は、明日開催の第１３２９回経営委員会に報告します。 
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注：「１．“公共メディア”への進化」、「２．多様な地域社会への貢献」、

「３．未来へのチャレンジ」、「４．視聴者理解・公平負担を推進」、「５．

創造と効率、信頼を追求」 

 

 

 

以上で付議事項を終了した。 
 
 
上記のとおり確認した。 
 
 

２０１９年 ５月２７日 
 

会 長  上 田 良 一  


